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(単位：千円)

  資 産 の 部                     

Ⅰ  固 定 資 産

１  有形固定資産

土地 7,772,179

建物 10,086,211

減価償却累計額 △ 638,244 9,447,967

構築物 201,299

減価償却累計額 △ 57,186 144,112

工具器具備品 1,888,032

減価償却累計額 △ 878,383 1,009,648

図書 1,506,333

美術品 121,602

車両運搬具 940

減価償却累計額 △ 940 0

有形固定資産合計 20,001,843

２  無形固定資産

ソフトウェア 18,619

電話加入権 150

その他無形固定資産 4,713

無形固定資産合計 23,482

３  投資その他の資産

貸 借 対 照 表
（平成２２年３月３１日 現在）

１

投資そ 他 資産

投資有価証券 200,919

敷金・保証金 2,752

その他投資 6,706

投資その他の資産合計 210,377

固定資産合計　 20,235,703

Ⅱ   流 動 資 産

現金及び預金 1,174,192

未収学生納付金収入 4,342

その他の未収入金 39,119

有価証券 100,187

前払費用 475

未収収益 5,347

流動資産合計 1,323,663

資産合計 21,559,367

１



負債の部

Ⅰ　固定負債

資産見返負債

資産見返運営費交付金等 623,060

資産見返補助金等 18,919

資産見返寄附金 69,910

資産見返物品受贈額 1,680,942 2,392,833

リース債務 358,706

固定負債合計 2,751,540

Ⅱ　流動負債

寄附金債務 15,059

前受受託研究費等 14,203

リース債務 120,182

未払金 536,094

未払費用 3,169

未払消費税等 1,138

預り金 79,674

預り科学研究費補助金等 15,054

流動負債合計 784,576

負債合計 3,536,117

純資産の部

Ⅰ 資本金Ⅰ　資本金

地方公共団体出資金 17,467,360

資本金合計 17,467,360

Ⅱ　資本剰余金

資本剰余金 313,501

損益外減価償却累計額 △ 629,750

資本剰余金合計 △ 316,249

Ⅲ　利益剰余金

目的積立金 594,905

積立金 20,676

当期未処分利益 256,558

 (うち当期総利益 256,558 )

利益剰余金合計 872,139

純資産合計 18,023,250

負債純資産合計 21,559,367

２



(単位：千円)
経常費用

業務費

教育経費 406,457

研究経費 313,947

教育研究支援経費 435,344

受託研究費 62,523

受託事業費 13,097

役員人件費 20,750

教員人件費 2,718,853

職員人件費 746,584 4,717,557

一般管理費 640,408

財務費用

支払利息 5,527 5,527

経常費用合計 5,363,493

経常収益

運営費交付金収益 3,472,833

授業料収益 1,382,152

入学金収益 235,582

検定料収益 51,683

受託研究等収益

国又は地方公共団体分 2,000

国又は地方公共団体以外分 70,360 72,360

受託事業等収益

国又は地方公共団体分 17,608

国又は地方公共団体以外分 410 18,018

補助金等収益

 損 益 計 算 書
（平成２１年４月１日～平成２２年３月３１日）

補助金等収益 14,791

施設費収益 36,789

寄付金収益 18,437

資産見返負債戻入

資産見返運営費交付金等戻入 89,261

資産見返補助金等戻入 1,317

資産見返寄附金戻入 5,261

資産見返物品受贈額戻入 64,822 160,662

財務収益

受取利息 7,147

有価証券利息 3,503 10,650

雑益

財産貸付料収益 19,970

科学研究費補助金間接経費収益 32,411

診療センター収益 34,731

その他雑益 49,632 136,746

経常収益合計 5,610,710

経常利益 247,216

臨時損失

固定資産除却損 1,078 1,078

当期純利益 246,137

目的積立金取崩額 10,420

当期総利益 256,558

３



Ⅰ

△ 911,166

△ 3,428,697

△ 592,450

3,702,285

1,354,272

235,582

51,734

65,539

受託事業等収入 12,744

21,629

補助金等の精算による返還金の支出 △ 561

35,084

136,174

△ 7,829

674,341

674,341

Ⅱ

△ 3,520,000

定期預金の払戻しによる収入 2,900,000

-

業務活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

検定料収入

寄附金収入

その他の業務収入

受託研究等収入

有価証券及び投資有価証券の取得による支出

定期預金の預入れによる支出

預り金の増減

キャッシュ・フロー計算書
(平成２１年４月１日～平成２２年３月31日）

原材料、商品又はサービスの購入による支出

人件費支出

業務活動によるキャッシュ・フロー

（単位：千円）

小　計

授業料収入

補助金等収入

その他の業務支出

運営費交付金収入

入学金収入

340,000

有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出 △ 455,344

施設費による収入 120,359

その他 △ 690

小　計 △ 615,675

利息及び配当金の受取額 8,462

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 607,213

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務の返済による支出 △ 186,279

小　計 △ 186,279

利息の支払額 △ 5,527

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 191,806

Ⅳ 資金増加額 △ 124,678

Ⅴ 資金期首残高 548,870

Ⅵ 資金期末残高 424,192

有価証券及び投資有価証券の償還による収入

有価証券及び投資有価証券の取得による支出

４



（単位：千円）

Ⅰ
(１)

4,717,557
640,408

5,527
1,078 5,364,570

(２)
△ 1,382,152

△ 235,582
△ 51,683
△ 72,360
△ 18,018
△ 18,437
△ 10,650

△ 110,156
△ 5,261 △ 1,904,299

3,460,271

Ⅱ 損益外減価償却相当額 629,750

Ⅲ 引当外賞与増加見積額 △ 4,997

Ⅳ 94,825

寄附金収益
財務収益

受託事業等収益

引当外退職給付増加見積額

業務費用合計

資産見返寄附金戻入

行政サービス実施コスト計算書
（平成２１年４月１日～平成２２年３月31日）

雑益

検定料収益
受託研究等収益

損益計算書上の費用
業務費用

一般管理費
業務費

財務費用
臨時損失

（控除）自己収入等
授業料収益
入学料収益

Ⅴ
国又は地方公共団体財産の無償又は減額

10,588
地方公共団体出資の機会費用 163,114 173,702

Ⅵ 4,353,551行政サービス実施コスト

機会費用

された使用料による賃借取引の機会費用

５



Ⅰ 256,558,533

256,558,533

Ⅱ

積立金 2,550,421

254,008,112 254,008,112 256,558,533

第３期

当期未処分利益

改善目的積立金

利益の処分に関する書類（案）

教育研究の質の向上及び運営組織の

設立団体の長の承認を受けようとする額

当期総利益

利益処分額

（単位：円）

地方独立行政法人法第40条3項により

６



１．

なお，退職手当については，費用進行基準を採用しています。

２．

（１）

建物

構築物

また，受託研究等収入により購入した固定資産については，研究期間を耐用年数として

います。

（２）

数は以下のとおりになっています。

運営費交付金収益及び授業料収益の計上基準

（重要な会計方針）

定額法を採用しています。

耐用年数については，法人税上の耐用年数を基準としていますが，主な資産の耐用年

有形固定資産

ただし，リース資産については，リース期間を耐用年数としています。

法人化にあたり広島県より承継した固定資産については，広島県における承継時の残存

耐用年数（１年未満のものは１年）をもって，耐用年数としています。

工具器具備品

期間進行基準を採用しています。

１年　～　４７年

１年　～　４５年

１年　～　１５年

無形固定資産

減価償却の会計処理方法

７

（２）

３．

（１） 退職給付及び賞与に係る引当金及び見積額の計上基準

います。

なお，行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は，基準第８６

―４に基づき計算された退職給付債務に係る当該事業年度の増加額を記載しています。

また，賞与については，運営費交付金により財源措置がなされるため，賞与に係る引当金

は計上していません。

なお，行政サービス実施コスト計算書における引当外賞与増加見積額は，当事業年度末

における引当外賞与見積額から前事業年度末における同見積額を控除した額を記載して

なお，法人内利用のソフトウェアについては，法人内における利用可能期間（５年）で償却

を実施しています。

引当金は計上していません。

退職一時金については，運営費交付金により財源措置がなされるため，退職給付に係る

無形固定資産

定額法を採用しています。

引当金の計上基準

７



（２） 徴収不能引当金の計上方法

　債権の貸倒による損失に備えるため，一般債権は貸倒実績率により，貸倒懸念債権等

特定の債権は個別に回収可能性を勘案し，回収不能見込額を計上しています。

４．

償却原価法（定額法）を採用しています。

５．

（１） 　国又は地方公共団体の財産の無償又は減額された使用料による賃借取引の機会費用

三原市から無償使用している土地は，三原市公有財産管理規則に基づき使用料を算

（２）

６．

有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券

係る方法に準じた会計処理によっています。リース料総額が３００万円未満のファイナンスリ

決算日における新発１０年国債の利回りである1.395％で計算しています。

リース料総額が３００万円以上のファイナンスリース取引については，通常の売買取引に

ース取引については，通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。

リース取引の会計処理

地方公共団体出資の機会費用の計算に使用した利率

定しています。

行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法

の計上方法

８

７．

８．

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は，税込方法によっています。

財務諸表及び附属明細書の表示単位

千円未満切り捨てにより表示しています。ただし，利益処分に関する書類（案）については，

円単位で表示しています。

ス取引については，通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。

８



（重要な会計方針の変更）

１． 固定資産の減損に係る会計基準の適用

２．

（１） 引当外賞与増加見積額

「地方独立行政法人会計基準」及び「地方独立行政法人会計基準注解」の改正に伴い，

前事業年度まで行政サービス実施コスト計算書の記載対象となっていなかった引当外賞

なお，当該変更による財務諸表への影響はありません。

当事業年度より，改訂後の「地方独立行政法人会計基準」及び「地方独立行政法人会計

「地方独立行政法人会計基準注解」に関するＱ＆Ａ（平成21年3月改訂　総務省自治行政

当事業年度より，「固定資産の減損に係る地方独立行政法人会計基準」及び「固定資産

改訂後の地方独立行政法人会計基準の適用

基準注解」（平成20年11月27日　総務省告示）並びに「地方独立行政法人会計基準」及び

地方独立行政法人会計基準の改正に伴う重要な会計方針の変更と，当該変更による財

務諸表への影響は次のとおりです。

の減損に係る地方独立行政法人会計基準注解」（平成20年11月27日　総務省告示）並び

に「固定資産の減損に係る地方独立行政法人会計基準」及び「固定資産の減損に係る地

方独立行政法人会計基準注解」に関するＱ＆Ａ（平成21年3月　総務省自治行政局　日本

局　日本公認会計士協会）を適用しています。

公認会計士協会）を適用しています。

９

前事業年度まで行政サ ビス実施 スト計算書の記載対象となっていなかった引当外賞

与増加見積額について，当事業年度より記載しています。

なお，この変更による行政サービス実施コストに与える影響額は，△4,997千円です。

（２） 資本及び純資産

当事業年度より，従来の資本の部を純資産の部として表示しています。これによる損益へ

の影響はありません。なお，従来の資本の部の合計に相当する金額は，18,023,250千円で

す。

（３） 受託研究収入の収益化の方法

当事業年度より，受託研究収入の収益化の処理を，その実施によって実現したもののみ

を各期の収益として計上する方法から当該研究のための費用化額を限度として収益化す

る方法へと変更しました。

この変更により，従来と同一の方法を採用した場合と比べ，未成研究支出金及び前受受

託研究費等が，7,297千円減少し，受託研究費及び受託研究等収益が同額増加していま

すが，損益に与える影響はありません。

９



１．

（１）

千円

賞与見積額 143,536 千円

（２） 有価証券関係

（２）-１  満期保有目的の債券で時価のあるもの

(単位：千円）

差額

3,760

-                              

3,760

（２）-２  満期保有目的の債券の貸借対照表日後における償還予定額

(単位：千円）

１年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超種類

１ 債券

時価が貸借対照表計上額
を超えないもの

-                                       -                                       

合計 301,106 304,866

（広島県からの派遣職員に対する退職給付見積額は上記金額から除いています。）

区分
貸借対照表日における貸借対
照表計上額

貸借対照表日における時価

（広島県からの派遣職員に対する賞与見積額を含んでいます。）

時価が貸借対照表計上額
を超えるもの

301,106 304,866

（注記事項）

貸借対照表関係

運営費交付金から充当されるべき

退職給付見積額 1,899,423

１０

29,980          - -                 -                 

70,206          200,919        -                 -                 

100,187        200,919        -                 -                 

２． キャッシュ・フロー計算書関係

（１） 資金の期末残高の貸借対照表表示科目別の内訳

現金及び預金 千円

定期預金 △ 750,000 千円

資金期末残高 千円

（２） 重要な非資金取引

（ａ）現物出資された固定資産 11,273,360 千円

（ｂ）無償譲与された固定資産 291,628 千円

（c）ファイナンスリースによる有形固定資産の取得 423,098 千円

３． 行政サービス実施コスト計算書関係

（１） 引当外賞与増加見積額並びに引当外退職給付増加見積額の中には，広島県からの派遣職員

に係るものも含まれています。

１．債券

国債

地方債

合計

平成22年3月31日

424,192

1,174,192
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（２） 機会費用の内訳

設立団体に係る額 千円

（３） 広島県出資等の影響

当事業年度期首において，広島県より出資及び無償譲渡を受けなかった場合と比べ，

一般管理費が20,786千円増加し，損益外減価償却累計額が627,831千円増加し，賃借取

引の機会費用が787,768千円減少し，地方公共団体出資の機会費用が74,303千円増加し，

行政サービス実施コスト合計では64,848千円減少しております。

４． 固定資産の減損

減損の兆候

（１） 減損の兆候が認められた固定資産の用途，種類，場所，帳簿価額等の概要等

（２） 認められた減損の兆候の概要

163,114

牧草地
肉用牛の実験実習を廃止し，現状は広島県農業技術大学校に無
償で貸付を行 ていることから減損の兆候があると判断しました

名称 用途 種類 場所 面積（㎡）
帳簿価額
（千円）

牧草地
肉用牛の実験
実習用

土地
庄原キャ
ンパス

35,371.00 156,181

動物舎
肉用牛の実験
実習用

建物
庄原キャ
ンパス

448.34 15,288

ゲストハウ
ス

外国人客員研
究員の宿泊

建物
庄原キャ
ンパス

186.92 9,100

１１

（３） 減損損失を認識しない根拠

５．

６．

記載事項はありません。

重要な後発事象

重要な債務負担行為

記載事項はありません。

牧草地

動物舎

ゲストハウ
ス

肉用牛の実験実習を廃止し，現状は広島県農業技術大学校に無
償で貸付を行っていることから減損の兆候があると判断しました。

肉用牛の実験実習を廃止し，現状は広島県農業技術大学校に無
償で貸付を行っていることから減損の兆候があると判断しました。

過去3年間での利用が4室中2室で，それぞれ3カ月にとどまり，利
用度合いが著しく低いことから減損の兆候があると判断しました。

名称 用途 種類 場所 面積（㎡）
帳簿価額
（千円）

牧草地
肉用牛の実験
実習用

土地
庄原キャ
ンパス

35,371.00 156,181

動物舎
肉用牛の実験
実習用

建物
庄原キャ
ンパス

448.34 15,288

ゲストハウ
ス

外国人客員研
究員の宿泊

建物
庄原キャ
ンパス

186.92 9,100

牧草地

動物舎

ゲストハウ
ス

学部の実習に利用する方向で計画しております。

利用度合いを高めるよう，対象者の拡大などの諸方策を計画して
おります。

学部の実習に利用する方向で計画しております。
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附　　　属　　　明　　　細　　　書



　　　による損益外減価償却相当額も含む。）の明細

当期償却額

有形固定資産 建物 17,203        232,846      1,222          248,827      14,241        13,248        234,586      ※1

（償却費損益内） 構築物 122,012      79,286        -                201,299      57,186        24,899        144,112      ※1

工具器具備品 1,251,758    586,973      -                1,838,732    872,907      308,615      965,825      ※2

図書 1,447,607    58,726        -                1,506,333    -                -                1,506,333    

車両運搬具 940            -                -                940            940            -                -                

計 2,839,521    957,833      1,222          3,796,133    945,276      346,764      2,850,857    

有形固定資産 建物 -                9,837,384    -                9,837,384    624,002      624,002      9,213,381    ※1

（償却費損益外） 工具器具備品 -                49,300        -                49,300        5,476          5,476          43,823        

計 -                9,886,684    -                9,886,684    629,479      629,479      9,257,205    

非償却資産 土地 6,194,000    1,578,179    -                7,772,179    -                -                7,772,179    ※1

美術品 121,602      -                -                121,602      -                -                121,602      

計 6,315,602    1,578,179    -                7,893,781    -                -                7,893,781    

土地 6,194,000    1,578,179    -                7,772,179    -                -                7,772,179    

建物 17,203        10,070,231  1,222          10,086,211  638,244      637,251      9,447,967    

構築物 122,012      79,286        -                201,299      57,186        24,899        144,112      

工具器具備品 1,251,758    636,273      -                1,888,032    878,383      314,092      1,009,648    

図書 1,447,607    58,726        -                1,506,333    -                -                1,506,333    

当期
増 加 額

当期
減 少 額

期 末
残 高

（１）　固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（「第８４　特定の償却資産の減価に係る会計処理」

差引当期末
残　　　　高

有形固定資産
合計

摘要

（単位：千円）

　減価償却累計額
資産の種類

期 首
残 高

図書 1,447,607    58,726                      1,506,333                               1,506,333    

美術品 121,602      -                -                121,602      -                -                121,602      

車両運搬具 940            -                -                940            940            -                -                

計 9,155,124    12,422,697  1,222          21,576,599  1,574,756    976,243      20,001,843  

無形固定資産 ソフトウェア 13,611        12,713        -                26,325        7,706          3,988          18,619        

（償却費損益内） 電話加入権 150            -                -                150            -                -                150            

その他の無形固定資産 1,149          -                -                1,149          229            76              919            

計 14,910        12,713        -                27,624        7,936          4,065          19,688        

無形固定資産 その他の無形固定資産 -                4,064          -                4,064          270            270            3,794          

（償却費損益外） 計 -                4,064          -                4,064          270            270            3,794          

ソフトウェア 13,611        12,713        -                26,325        7,706          3,988          18,619        

電話加入権 150            -                -                150            -                -                150            

その他の無形固定資産 1,149          4,064          -                5,213          500            347            4,713          

計 14,910        16,778        -                31,689        8,207          4,336          23,482        

投資有価証券 302,143      -                101,224      200,919      -                -                200,919      

敷金 4,508          -                1,756          2,752          -                -                2,752          

その他投資 4,259          2,446          -                6,706          -                -                6,706          

計 310,910      2,446          102,980      210,377      -                -                210,377      

※1　当期増加額の主な要因は，広島県より庄原キャンパス校地等の現物出資等を受けたことによるものです。

※2　当期増加額の主な要因は，基幹ネットワークシステムサーバ機器：ブレードサーバ等広島キャンパス分（47,258千円）等の購入によるものです。

投資その他の
資産

無形固定資産
合計

１２



当期購入
・製造・振替

その他 払出・振替 その他

未成研究支出
金

7,025                  -               -               7,025         -               -               ※1

貯蔵品 243                     -               442            -               685            -               

合計 7,268                  -               442            7,025         685            -               

※1　重要な会計方針の変更２．（３）に記載した処理方法の変更により，当事業年度より計上されな
　　くなりました。

　（３）-１　流動資産として計上された有価証券

満期保有目的
債券

種類及び銘柄 取得価格 券面総額 貸借対照表計上額 摘要

大阪市公募債券(平
成12年第2回)(10
年)

50,772 50,000 50,133

横浜市公募債券(平
成12年第3回)(10
年)

20,354 20,000 20,073

利付国債(第49
回)(5年)

29,916 30,000 29,980

合計 101,043 100,000 100,187

貸借対照表計上額 100 187

- 

- 

- 

（３）　有価証券の明細

（単位：千円）

当期損益に含まれた評価差損

- 

（２）　たな卸資産の明細

（単位：千円）

種類 期首残高
当期増加額 当期減少額

期末残高 摘要

貸借対照表計上額 100,187

　（３）-２　投資その他の資産として計上された有価証券

満期保有目的
債券

種類及び銘柄 取得価格 券面総額 貸借対照表計上額 摘要

北海道公債(第29
回)(10年)

100,697 100,000 100,338

あいち県民債(平成
19年度第1回)(5年)

30,501 30,000 30,301

京都府京都みらい
債(第5回)

40,619 40,000 40,374

長野県公募公債(平
成14年度第1回)(10
年)

29,850 30,000 29,905

合計 201,668 200,000 200,919

貸借対照表計上額 200,919

- 

（単位：千円）

当期損益に含まれた評価差損

- 

- 

- 

- 
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　（６）-1　引当金の明細

　（６）-２　貸付金等に対する貸倒引当金の明細

期首残高 当期増加額 期末残高 期首残高 当期増加額 期末残高

未収学生納付
金収入

3,899          443             4,342          535             △ 535 -                ※1

合計 3,899          443             4,342          535             △ 535 -                

※1　「重要な会計方針３．（２）徴収不能引当金の計上方法」に記載しています。

該当事項はありません。

（６）　引当金の明細

該当事項はありません。

（７）　保証債務の明細

（単位：千円）

区分
貸付金等の残高 貸倒引当金

摘要

（４）　長期貸付金の明細

該当事項はありません。

（５）　長期借入金の明細

（単位：千円）

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要

6,194,000 11,273,360 -                17,467,360

6,194,000 11,273,360 -                17,467,360

121,752 -                -                121,752

-                103,212 -                103,212 ※1

-                88,536 -                88,536 ※1

121,752 191,748 -                313,501

-                △ 629,750 -                △ 629,750

121,752 △ 438,001 -                △ 316,249

※1　地方独立行政法人会計基準及び地方独立行政法人会計基準注解第84に規定されている特
　　定の償却資産の取得に伴う増加です。

　施設費

　無償譲与

区分

資本金
地方公共団体出資金

計

損益外減価償却累計額

差引計

資本剰余金

資本剰余金

　目的積立金

計

該当事項はありません。

（８）　資本金及び資本剰余金の明細
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期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要

330,532     363,330       98,957        594,905       ※1

8,871         11,804        -                20,675        

339,404     375,134       98,957        615,581       

(単位：千円）

金額

10,420        

10,420        

88,536        

88,536        

区分

目的積立金
取崩額

その他

合計

教育研究の質の向上及び組
織運営の改善目的積立金

積立金

合計

　※1　当期増加額は，前期未処分利益より広島県知事の承認のうえで積み立てられたものです。
　　　　また，当期減少額は，当該積立金の使途に沿った資産の取得及び費用の発生による積立金取崩しによるものです。

　（９）－２　目的積立金の取崩しの明細

(１０）　運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細

摘要

教育研究の質の向上及びキャンパス環境整備実施
のための資産の取得

教育研究の質の向上及び組
織運営の改善目的積立金

　（９）－１　積立金の明細
(単位：千円）

区分

教育研究の質の向上及び組
織運営の改善目的積立金

合計

教育研究の質の向上及びキャンパス環境整備実施
のための経費の発生

（９）　積立金等の明細及び目的積立金の取崩しの明細

平成２１年度 -               3,702,285 3,472,833 229,451 -                3,702,285

合計 -               3,702,285 3,472,833 229,451 -                3,702,285

期間進行基準 3,283,548 3,283,548

合計 3,472,833 3,472,833

費用進行基準 189,285 189,285

　（１０）－２　運営費交付金収益

（単位：千円）

業務等区分 　２１年度交付分 合計

資産見返運
営費交付金等

資本剰余金 小計

-                 

-                 

　（１０）－１　運営費交付金債務

(単位：千円）

交付年度 期首残高
交付金

当期交付額

当期振替額

期末
残高運営費

交付金収益
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(単位：千円）

三原キャンパス整備 140,001 103,212 -              36,789      

合計 140,001 103,212 -              36,789      

(単位：千円）

文部科学省教育GP補助金 8,833 1,102 7,731 -              

文部科学省現代GP補助金 6,500 -               6,500 -              

合計 15,333 1,102 14,231 -              

注）　損益計算書の補助金等収益の額には，教育ネットワーク中国など地方公共団体等以外からの財源措置が含まれている

　　ため，上記収益額の合計より560千円多くなっています。

区分 当期交付額

当期振替額

摘要資産見返
補助金等

収益計上 その他

当期振替額

建設仮勘定
見返施設費

資本剰余金
摘要

（単位：千円，人）

（１１）　運営費交付金以外の地方公共団体等からの財源措置の明細

　（１１）－１　施設費の明細

区分 当期交付額
その他

（１２）　役員及び教職員の給与の明細

報償又は給与 退職給付

支給人員支給額
区分

支給人員 支給額

　（１１）－２　補助金等の明細

注）２．　支給人員は，年間平均支給人員を記載しています。

注）３．　（ 　）内の数字については，非常勤の役員及び教職員に対する支給額及び人数を外数で記載しています。

注）４．　上記明細には法定福利費は含まれていません。　　　　

　

13

注）５．　上記明細には受託研究費等及び受託事業等による人件費は含まれていません。

2,643,567

(92)

361

13

-                            

-                            -                            

-                            

185,907

185,907

-                            -                            

支給人員

　　　当法人は単一セグメントにより事業を行っているため，記載を省略しています。

注）１．　役員に対する報酬等の基準及び教職員に対する給与及び退職手当の支給基準の概要

　　　　　公立大学法人県立広島大学役員報酬規程，公立大学法人県立広島大学役員退職手当規程，公立大学法人県立広島大学　　　

　　　　　職員給与規程，公立大学法人県立広島大学職員退職手当規程に基づいています。

（１３）　開示すべきセグメント情報

-                            

360

2,659,744

(97)

支給額 支給人員

教職員

支給額

-                            

役員
16,177

(90,608)

1

(5)(4,362)

合計
(94,970)
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（１４）　業務費及び一般管理費の明細

教育経費
消耗品費 54,999
備品費 20,862
印刷製本費 26,235
水道光熱費 51,707
旅費交通費 18,489
通信運搬費 1,988
賃借料 12,656
車両燃料費 12
福利厚生費 2
保守費 13,620
修繕費 5,135
広告宣伝費 1,816
行事費 5,543
諸会費 1,579
研修費 855
報酬・委託・手数料 107,878
奨学費 27,437
減価償却費 55,578
雑費 57 406,457

研究経費
消耗品費 102,041
備品費 21,628
印刷製本費 5,018
水道光熱費 30,772
旅費交通費 48,643
通信運搬費 1,558
賃借料 1,459
車両燃料費 6
保守費 115
修繕費 2,900
損害保険料 1

(単位：千円）

損害保険料 1
行事費 489
諸会費 13,829
研修費 137
報酬・委託・手数料 27,436
租税公課 4
減価償却費 57,775
リース費用 126
雑費 4 313,947

教育研究支援経費
消耗品費 76,003
備品費 2,093
印刷製本費 2,557
水道光熱費 22,812
旅費交通費 4,372
通信運搬費 2,376
賃借料 6,107
車両燃料費 71
保守費 105,929
修繕費 575
損害保険料 6
行事費 1,303
諸会費 617
研修費 115
報酬・委託・手数料 56,825
租税公課 11
減価償却費 153,548
雑費 14 435,344

受託研究費
消耗品費 26,529
備品費 1,200
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印刷製本費 13
旅費交通費 2,299
通信運搬費 88
修繕費 384
諸会費 39
報酬・委託・手数料 26,691
減価償却費 5,276 62,523

受託事業費
消耗品費 1,292
備品費 5
印刷製本費 2,084
旅費交通費 952
通信運搬費 610
賃借料 169
損害保険料 1
研修費 185
報酬・委託・手数料 7,776
雑費 19 13,097

役員人件費
報酬 16,137
賞与 4,401
法定福利費 210 20,750

教員人件費
常勤教員給料

給料 1,529,026
賞与 532,741
退職給付費用 185,907
法定福利費 420,669 2,668,344

非常勤教員給料
給料 50,476
法定福利費 32 50,508 2,718,853

職員人件費職員人件費
常勤職員給料

給料 467,808
賞与 113,991
法定福利費 119,995 701,796

非常勤職員給料
給料 40,132
法定福利費 4,656 44,788 746,584

一般管理費
消耗品費 46,817
備品費 7,981
印刷製本費 713
水道光熱費 104,711
旅費交通費 11,727
通信運搬費 14,216
賃借料 26,742
車両燃料費 427
福利厚生費 3,268
保守費 34,322
修繕費 80,520
損害保険料 5,402
広告宣伝費 115
諸会費 2,909
報酬・委託・手数料 218,689
租税公課 3,149
減価償却費 78,650
雑費 43 640,408

業務費及び一般管理費合計 5,357,966
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振 替 口 座 25,678

そ の 他 455

資 産 130,803

業 務 費

一 般 管 理 費

103,524

80,145

　（１５）－２　未払金の明細

（単位：千円）

区　　　分 金　　　額

人 件 費 221,165

定 期 預 金

合計

金　　　額

97

393,828

750,000

1,174,192

通 常 貯 金 4,587

（１５）　上記以外の主な資産、負債、費用及び収益の明細

　（１５）－１　現金及び預金の明細

区　　　分

現 金

（単位：千円）

普 通 預 金

１9

　　　該当事項はありません。

（１６）　関連公益法人等に関する明細

合計 1,680,942

車 両 運 搬 具 0

ソ フ ト ウ ェ ア

建 物 206,928

880

そ の 他 3,427

工 具 器 具 備 品 35,863

図 書 1,302,893

合計 536,094

構 築 物 130,948

　（１５）－３　資産見返物品受贈額の明細

（単位：千円）

区　　　分 金　　　額

１9


